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自己紹介
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名前：岡 和孝
所属：気候変動適応センター

気候変動適応戦略研究室

経歴：2004年3月：博士号取得（宇宙物理学）
～2018年6月：民間コンサル会社（気候変動影響・適応）
2018年7月～：国立環境研究所（気候変動影響・適応）

■ 気候変動影響・適応研究
気候変動影響及び適応に関する研究
・ 健康（熱中症）に及ぼす影響研究
・ 再生可能エネルギーに及ぼす影響研究
・ 民間企業と適応に関する研究

■ 適応の社会実装
気候変動適応情報プラットフォームの改良・

開発と社会実装
・ A-PLAT（国内向け）／AP-PLAT（ア

ジア太平洋域向け）の改良・開発
・ プラットフォームを通じた地方公共団体で

の適応策の策定への貢献

熱中症救急搬送数の予測

A-PLAT（国内向け）

AP-PLAT
（アジア太平洋域向け）
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1. 迫りくる気候変動

2. 暑熱健康影響の現状と将来

3. 影響軽減に向けた施策

4. 国環研での取組

5. まとめ
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1. 迫りくる気候変動
 地球温暖化（気候変動）とは
• 地球の平均気温は14℃前後．GHG

がなければマイナス19℃くらいに．

• 太陽光は地面を暖め，地表から放射さ
れる熱をGHGが吸収・再放射し，大気
を暖める．

• GHGが大量排出により大気中の濃度
が高まり，熱の吸収が増えた結果，気
温が上昇 → 地球温暖化

出典： https://www.jccca.org/chart/chart01_01.html
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1. 迫りくる気候変動
 温室効果ガスの濃度と量の推移
• 産業革命以降，化石燃料の使用が増え，大気中の二酸化炭素の濃度も増加．
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出典：気象庁HP 日本の年平均気温 http://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/temp/an_jpn.html

 年平均気温は100年あたり約
1.28℃の割合で上昇

 特に1990年以降，高温とな
る年が頻出

日本で暑かった年
①2020年（+0.65℃）
②2019年（+0.62℃）
③2021年（+0.61℃）
④2016年（+0.58℃）
⑤1990年（+0.48℃）

CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

1. 迫りくる気候変動
 日本における気温の変化
• 統計開始（1898年）以降，最も暑い年は2020年．
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2. 暑熱健康影響の現状と将来
 熱中症救急搬送数
• 熱中症により毎年4万人以上の搬送者数が発生．
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※2010-2014 及び2020年は5月のデータなし
2022 は5ー6月は確定値，7月は速報値

熱中症による救急搬送数の経年変化

出典：総務省消防庁資料（https://www.fdma.go.jp/disaster/heatstroke）を基に国立環境研究所が作成

2018年：95,137人
東・西日本で記録的な気温
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2. 暑熱健康影響の現状と将来
 熱中症救急搬送数
• 高齢者が半数を占める．
• 住居が発生場所の４割を占める．

出典：総務省消防庁「令和３年（５月から９月）の
熱中症による救急搬送状況」

出典：総務省消防庁「令和３年（５月から９月）の熱中症による救急
搬送状況」



 熱中症による死亡
• 熱中症による死亡者の8割を高齢者が占める．

出典：熱中症対策推進会議「熱中症対策行動計画」（令和４年）
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2. 暑熱健康影響の現状と将来



 熱中症による死亡（東京23区，令和２年夏）
• 熱中症による死亡者（200人）の内訳をみると，９割が65歳以上の高齢者．
• ９割が屋内で亡くなっている．
• 屋内で亡くなった方のうち９割がエアコンを使用していなかった（屋内で亡くなった方のう

ちの約７割は単身者）．

出典：熱中症対策推進会議「熱中症対策行動計画」（令和３年）
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2. 暑熱健康影響の現状と将来



 農作業中の熱中症による死亡事故の発生状況
• 10年間で251人発生．
• 70代以上で全体の86%が発生．

出典：農林水産省 事務連絡 令和３年４月26日「農作業中の熱中症対策について」
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2. 暑熱健康影響の現状と将来



 農作業中の熱中症による死亡事故の発生状況
• 日中の最高気温が30°Cを超える日が多い７～８月に多い傾向．
• ５月頃であってもビニールハウス内等においては死亡事故が発生．

出典：農林水産省 事務連絡 令和３年４月26日「農作業中の熱中症対策について」
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2. 暑熱健康影響の現状と将来
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RCP2.6

RCP8.5

RCP2.6（厳しく温暖化対策を実施）
RCP8.5（ほぼ温暖化対策を実施せず）

2.6-4.8℃

0.3-1.7℃

1986-2005年の平均値
を基準（0℃）

出典： http://www.jccca.org/ipcc/ar5/wg1.html を改編

CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

2. 暑熱健康影響の現状と将来
 将来の温室効果ガス濃度と気温
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出典： 気候変動適応情報プラットフォーム「全国・都道府県情報」

http://a-plat.nies.go.jp/webgis/index.html

21世紀半ば
2031-2050年

21世紀末
2081-2100年RCP2.6

RCP8.5

CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

2. 暑熱健康影響の現状と将来
 気候・気象への影響
 年平均気温の将来予測

基準期間1981-2000年との比；
MIROC5）

 RCP2.6
（厳しく温暖化対策を実施）
・21世紀半ば：1.9℃
・21世紀末：1.9℃
 RCP8.5
（ほぼ温暖化対策を実施せず）
・21世紀半ば：2.1℃
・21世紀末：4.8℃
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2. 暑熱健康影響の現状と将来
 気候・気象への影響
 猛暑日の日数の将来変化
• 将来気候（2076～2095年）と現在気候（1980～1999年）との差を示す．
• 沖縄・奄美で 54 日増加するなど，全国的に有意に増加し，沿岸部など標高の低い

地域でより多くの増加がみられる．

出典： 気象庁「地球温暖化予測情報 第９巻」

RCP8.5
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 熱中症
• 熱中症救急搬送率と日最高気温，日最高WBGTの関係式
• 日最高気温や日最高WBGTが上昇すると熱中症救急搬送率も増加

出典： https://www.wbgt.env.go.jp/pdf/manual/heatillness_manual_1-4.pdf
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2. 暑熱健康影響の現状と将来

搬送率
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出典：気候変動適応情報プラットフォーム「全国・都道府県情報」
http://a-plat.nies.go.jp/webgis/index.htmlデータ出典：https://www.fdma.go.jp/disaster/heatstroke/post1.html

21世紀半ば
2031-2050年

21世紀末
2081-2100年RCP2.6

RCP8.5

 RCP2.6
（厳しく温暖化対策を実施）
・21世紀半ば：1.72倍
・21世紀末：1.79倍
 RCP8.5
（ほぼ温暖化対策を実施せず）
・21世紀半ば：1.72倍
・21世紀末：4.45倍

CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

2. 暑熱健康影響の現状と将来
 暑熱による影響
 熱中症救急搬送数の将来予測

基準期間1981-2000年との比；
MIROC5）

全国における熱中症救急搬送数

年
平成
30年

令和
元年

令和
2年

令和
3年

期間 5/1-9/30 6/1-
9/30

5/1-
9/30

全国 95,137 71,317 66,869 46,251

日最高気温/WBGT

熱中症救急搬送数



 熱関連超過死亡（熱ストレス超過死亡）
• 気温に影響される死因として代表的なものは熱中症だが，それ以外にも未知のものも含

め数多く存在する．
• 死因は一つでなく，気温が関係していても他の要因が大きければそちらが死因として選択

される．したがって，総死亡でとらえた方がよい．
• 至適気温（OT）において相対リスクが最も低くなる．
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出典：https://www.restec.or.jp/recca/_public/event2011_data/poster/S-8_honda.pdf

CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

2. 暑熱健康影響の現状と将来



18
出典：気候変動適応情報プラットフォーム「全国・都道府県情報」
http://a-plat.nies.go.jp/webgis/index.html

21世紀半ば
2031-2050年

21世紀末
2081-2100年RCP2.6

RCP8.5

 RCP2.6
（厳しく温暖化対策を実施）
・21世紀半ば：2.40倍
・21世紀末：2.50倍
 RCP8.5
（ほぼ温暖化対策を実施せず）
・21世紀半ば：2.72倍
・21世紀末：7.34倍

CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

2. 暑熱健康影響の現状と将来
 暑熱による影響
 熱ストレス超過死亡数の将来予測

基準期間1981-2000年との比；
MIROC5）
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2. 暑熱健康影響の現状と将来
 健康分野における影響

19出典： 環境省 気候変動影響評価報告書（令和2 年12 月）
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3. 影響軽減に向けた施策
 熱中症警戒アラート
(気象庁・環境省)

• 熱中症の危険性が極めて高く
なると予測された際に，危険
な暑さへの注意を呼びかけ，
予防行動を促すための情報．
 ある日または翌日の暑さ

指数（WBGT）が33℃
以上になると予想される場
合に発令される．

• 対象地域
 2020年度は関東甲信の

み発令．
 2021年度から他の地域

に拡大．
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出典： 環境省WEB(https://www.wbgt.env.go.jp/about_alert.php）
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 熱中症警戒アラート (気象庁・環境省)
暑さ指数（WBGT）
• WBGTは，熱中症を予防することを目的として提案された指標
• WBGTは，人体と外気との熱のやりとり（熱収支）に着目した指標で，人体の熱収支

に与える影響の大きい ①湿度，②日射・輻射など周辺の熱環境，③気温の３つを取
り入れた指標

Tw: 湿球温度，Tg: 黒球温度，Td: 乾球温度

出典： 環境省WEB(https://www.wbgt.env.go.jp/doc_observation.php）

CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

3. 影響軽減に向けた施策
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 熱中症警戒アラート
• 熱中症警戒アラートは，前日の17時及び当日の5時に環境省・気象庁が発表．
• 環境省HPや気象庁HPで確認可能．メール配信サービス等も利用可能．
（メール配信サービス）https://www.wbgt.env.go.jp/alert_mail_service.php

出典：環境省HP（熱中症予防情報サイト） 出典：環境省HP（熱中症予防情報サイト）

CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

3. 影響軽減に向けた施策



Source：環境省WEB(https://www.wbgt.env.go.jp/pdf/R03_alert_record.pdf）より作成
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3. 影響軽減に向けた施策
 熱中症警戒アラート
• 2021年には613回のアラートが発表された．



24

熱中症対策行動計画（政府）
• 近年の熱中症の増加や，気候変動等の影響により，状況の悪化が危惧

⇒ 従来の取組を超えた対応が必要に．

• 「熱中症対策推進会議」を開催（2021年3月25日）
→ 「熱中症対策行動計画」を策定

• 「熱中症対策推進会議」を開催（2022年4月25日）
⇒ 中期的な目標と令和４年夏の目標を設定：
 中期的な目標：

熱中症による死亡者数ゼロに向けて，2030年までの間，死亡者数が年1,000人
を超えないようにすることを目指し，顕著な減少傾向に転じさせる．

 令和４年夏の目標：
「熱中症警戒アラート」などに基づき，国民，事業所，関係団体などによる適切な
熱中症予防行動のより一層の定着を目指す．
→ 「熱中症対策行動計画」を改定

CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

3. 影響軽減に向けた施策
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3. 影響軽減に向けた施策 出典： 環境省WEB(https://www.env.go.jp/content/900502210.pdf ）
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3. 影響軽減に向けた施策 出典： 文科省WEB(https://www.mext.go.jp/content/210528-
mxt_kyousei01-000015427_01.pdf）
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CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

3. 影響軽減に向けた施策

出典： 環境省WEB(https://www.env.go.jp/content/900470344.pdf）



28

子供の対策
熱中症予防の原則（「学校における熱中症対策ガイドライン作成の手引き」より）
1. 環境条件を把握し、それに応じた運動、水分補給を行うこと
2. 暑さに徐々に慣らしていくこと
3. 個人の条件を考慮すること
4. 服装に気を付けること
5. 具合が悪くなった場合には早めに

運動を中止し、必要な処置をする
こと

CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

3. 影響軽減に向けた施策

出典：環境省「熱中症環境保健マニュアル 2018」
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高齢者の対策

出典：環境省「熱中症環境保健マニュアル 2018」

CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

3. 影響軽減に向けた施策



30

 農業従事者の対策
• 夏の農作業で心がけること
• 熱中症が疑われる場合の処置，日常生活で心がけること → 下記出典をご参照下さい

出典：農林水産省 事務連絡 令和３年４月26日「農作業中の熱中症対策について」

CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

3. 影響軽減に向けた施策
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• 気候変動によるある程度の影響が避けられない状況に．
• 温室効果ガスを削減するための対策（緩和策）に加え，生じる影響に備えるための対

策（適応策）がますます重要に．

• 気候変動適応に関する国内の動き
 気候変動の影響への適応計画
 2015年11月閣議決定
（2021年10月閣議決定）

 気候変動影響評価報告書
 2015年12月公表（第1回）
（2020年12月公表（第2回））

 気候変動適応法
 2018年12月施行

 国環研・気候変動適応センター
 2018年12月設立

CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

4. 国環研での取組



平成30年6月13日公布
平成30年12月1日施行

国、地方公共団体、事業者、国民が気候変動適応の推進のため担うべき役割を明確化。
国は、適応を推進する気候変動適応計画を策定。把握・評価手法を開発。
気候変動影響評価（おおむね５年ごと）して計画を改定。

１．適応の総合的推進

２．情報基盤の整備 ３．地域での適応の強化

情報基盤の中核としての国立環境研究所

各分野において、
信頼できるきめ細かな情報に基づく

効果的な適応策の推進

農
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水
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水
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源

自
然
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然
災
害
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産
業
・

経
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動

国
民
生
活

４．適応の国際展開等

国際協力の推進。
事業者等の取組・適応ビジネスの促進。

地方自治体に、適応計画策定の努力義務。

情報収集・提供等を行う地域気候変動適応セ
ンターを確保。

広域協議会を組織し、国と地方自治体等連携

「気候変動適応情報プラットフォーム」

砂浜消失率の将来

自治体情報

適応策情報

ビジネス情報

予測情報
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【環境省作成資料を基に改編】

CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

4. 国環研での取組



国の調査研究機関

大学，
地域の研究機関等

大学

地域の
研究機関等

国民

各地域（都道府県等）

研究機関との
協力体制構築

政府

地方公共団体

住民企業 地域の企業

情報収集・整理・分析
調査研究・技術開発

気候変動適応情報
プラットフォーム

A-PLAT

国立環境研究所
気候変動適応センター

地域気候変動
適応センター
情報収集・整理
・分析・提供情報・成果

技術的助言 地域研究
機関

協力体制

• 気候変動適応センター（CCCA）が中核となり，情報の収集・整理・分析や研究を推進
• 成果の提供や技術的助言を通じて，気候変動適応策の推進に貢献
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http://www.adaptation-platform.nies.go.jp/index.html

政府の適応計画
＊研究調査結果の
紹介なども含む

 気候変動適応情報プラットフォーム（A-PLAT）
• 地方公共団体，事業者，個人などのステークホルダーに向けて，適応に関する科学的
知見，関連情報などの情報を提供．

適応に関する基礎知
識などを紹介しています．

「気候リスク管理」と
「適応ビジネス」に取り
組む事業者の取組事
例や参考資料などを提
供しています．

適応計画の策定・実
施に役立つ情報を提
供．

政府の取組

地方公共団体
の適応

事業者の適応

個人の適応

イベント情報や，地方公共団体
の適応計画策定，地域適応セン
ター設立などのニュースも発信して
います．
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 気候変動適応情報プラット
フォーム（A-PLAT）
 適応策データベース
• A-PLATでは政府や地方公共団

体等が取り組んでいる熱中症対策
（適応策）を紹介しています．

• 独自の取り組みがございましたら是
非ご紹介させてください．

https://adaptation-platform.nies.go.jp/local/index.html

CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

4. 国環研での取組
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 共同研究(適応型)
• 環境研究の発展及び気候変動適応法第11条に定める地域への技術的援助の一環とし

て，「気候変動適応に関する地域気候変動適応センター等との共同研究」を実施．
• R3年度より第２フェーズがスタート．

 課題名
課題名 参加機関（地域適応C）

１ LCCACとの共創による地域の適応に関する情報デザイン 長野県，大阪府，大分県，滋賀県

２ 気候変動による暑熱・健康等への影響に関する研究（R3ーR5年度）
香川県，川崎市，静岡県，福岡県，
神奈川県，栃木県，大阪府，愛媛
県，高知県，長崎県

３ 気候変動影響検出を目的としたモニタリング体制の構築 長野県，静岡県

４ 既存インフラとグリーンインフラの統合的活用による気候変動適応の検討 千葉県

５ 自然湖沼における気候変動影響の観測と評価 北海道，釧路市，秋田県，茨城県，
栃木県，滋賀県，鹿児島県

6 隠岐島における大気粉塵等の長期気候変動影響検出に関する研究 島根県

7 沖縄県のサンゴ礁生態系への気候変動・地域環境複合影響を軽減するための
赤土流出削減指標策定 沖縄県

CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

4. 国環研での取組
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 背景
• 効果的な対策を実施するためには地域状況

を把握する必要がある．
• 地域状況を把握するための技術や知見が不

足している場合もある．

 目的
• 地域状況を把握するための研究の実施
• 得られた知見を活用し，適応策検討のための

基礎資料として活用

 実施内容
①意見交換の場の設置 ②暑熱環境に関する
気象学的観測の実施 ③熱中症救急搬送数
データの収集 ④熱中救急搬送数に関する研
究

観測に利用したWBGT測定機器

データ閲覧・解析ツールの作成

CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

4. 国環研での取組
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4. 国環研での取組
目的
１）ヒートアイランド現象の影響を把握する。
２）場所ごとの暑さの違いを把握する。

実施方法
・市街地と郊外にある高等学校をそれぞれ1地点選定し、温湿度やWBGT値等の測定を行う。
・それぞれの学校ごとに、暑さが違うであろう地点を10地点選び、測定を行う。
（階数や日あたりを考慮して、屋内と屋外で測定を行う。）

・数種類の機器を使用する。（機器間の値の差を比較するため）

データの整理・分析
・市街地と郊外で値の差を比較する。
・設置場所による値の違いを比較する。
・気象庁観測地点で提供されている
WBGT値と測定値を比較する。

・熱中症搬送者数データとWBGT値と
の関連を考察する。

設置のようす

香川県気候変動適応センター
での研究
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• ヒートアイランドや気候変動により気温が上昇している．
• 既に多くの熱中症が発生している中，更なる気温上昇はより深刻な影響をもたらす．

• 政府による熱中症対策の取り組みが進んでいる：
 「熱中症警戒アラート」の開始
 「熱中症対策行動計画」の策定
 「学校における熱中症対策ガイドライン作成の手引き」の公開，ほか

• 将来の気候変動も見据えて，地域及び熱中症弱者の特性を考慮しながら，最新の知
見を取り込んださらなる取組が重要に．

• 国立環境研究所は，取組の促進に向けた活動を推進していきます．

CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

5. まとめ



ご清聴ありがとうございました
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